
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弘前市介護予防・日常生活支援総合事業 

第１号事業者　申請書類等の手引き 
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１　弘前市介護予防・日常生活支援総合事業　指定申請書類一覧 

指定申請にあたり、提出が必要な書類は下記のとおりです。書類作成にあたっての留意

事項は次ページをご覧ください。申請書提出期限は、「弘前市介護予防・日常生活支援総

合事業にかかる指定事業者の指定等に関する要綱」をご確認ください。 

なお、新規申請を希望される場合は事前にご相談ください。 

　※１　指定更新申請の際に、直近の届出済み内容から変更がない場合は、添付の省略を

可能としておりますが、省略の場合は再度直近の届出内容の確認をお願いしま

す。 

　※２　別紙１－４備考に該当する場合はそれぞれ記載の添付書類も提出してください。 

 

 
NO 提出書類

訪問介護 通所介護

 新規 更新 新規 更新

 
１

別紙様式 

第三号（四）
指定申請書 〇 〇

 
２

別紙様式 

第三号（五）
指定更新申請書 〇 〇

 
３

付表第三号 

（一）

訪問型サービス事業所の指定等に係る記

載事項
〇 〇

 
４ （別添）

訪問型サービス事業所の指定に係る記載

事項　添付書類・チェックリスト
〇 〇

 
５

付表第三号 

（二）

通所型サービス事業者の指定等に係る記

載事項
〇 〇

 
６ （別添）

通所型サービス事業所の指定に係る記載

事項　添付書類・チェックリスト
〇 〇

 
７ 登記事項証明書又は条例（コピー可） 〇 ※１ 〇 ※１

 
８ 標準様式１ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 〇 ※１ 〇 ※１

 
９ 従業者の資格を証する書類 〇 ※１ 〇 ※１

 
10 サービス提供責任者の資格を証する書類 〇 ※１

 
11 標準様式２ 平面図 〇 ※１ 〇 ※１

 
12 標準様式３ 設備等一覧表 〇 ※１

 
13 運営規程 〇 ※１ 〇 ※１

 
14 標準様式４

利用者からの苦情を処理するために講ず

る措置の概要
〇 〇 〇 〇

 15 標準様式５ 誓約書 〇 〇 〇 〇

 
16 別紙１－４

介護予防・日常生活支援総合事業費算定

に係る体制等状況一覧表　※２　
〇 〇 〇 〇



２　指定申請書類作成時の留意事項 

 申請書類 作成上の注意 様式等

 指定申請書 ・申請者は法人となります。所在地、名称、代表者職名・

氏名は、登記事項証明書のとおり記載してください。 

・指定を受けようとするサービスの「指定申請対象事業

等」欄に○を記載し、「指定申請をする事業等の開始予

定年月日」欄に、当該サービスの事業開始予定年月日（指

定予定年月日、原則１日付）を記載してください。 

「指定申請対象事業等」は、下記表①の「事業名称の読

み替えについて」を確認してください。 

 

表①「事業名称の読み替えについて」 

 

・生活支援サービスを申請する場合は、生活支援サービス

「Iのみ」または「I・Ⅱ」のいずれかわかるように記載

してください。 

 

・通所型サービスＣの指定を受ける場合は、その旨を記し

た文書やメール等で指定を受ける旨をお知らせくださ

い。 

この場合の指定有効期間は、介護予防通所介護相当サー

ビス（通所介護相当サービス）の指定有効期間の満了の

日となります。

別紙様式第三号

（四） 

※指定更新申請

は別紙様式第三

号（五）

 事業所種類の名称 弘前市の事業名称

 介護予防訪問介護相当サ

ービス

訪問介護相当サービス

 緩和した基準による訪問

型サービス（定率）

生活支援サービス 

Ⅰ・Ⅱ

 緩和した基準による訪問

型サービス（定額）

 介護予防通所介護相当サ

ービス

通所介護相当サービス

 緩和した基準による通所

型サービス（定率）

生きがい型デイサービ

ス

 緩和した基準による通所

型サービス（定額）



 申請書類 作成上の注意 様式等

 指定申請書

のつづき

※すでに訪問介護相当サービス又は通所介護相当サービ

スを受けた事業所が、生活支援サービス又は生きがい型

デイサービス及び通所型サービス C の指定を受けよう

とする場合は、次の提出書類が必要となります。 

　指定有効期間は、既に受けている事業の指定有効期間満

了の日となります。 

 

・指定有効期間は、指定のときから６年となりますが、指

定事業者が、指定居宅サービス事業又は指定地域密着型

サービス事業と第１号事業を同一の事業所において一

体的に運営する場合は、一体的に運営する指定居宅サー

ビス事業又は指定地域密着型サービスの指定有効期間

の満了の日に短縮（統一）することができます。 

　指定有効期間の短縮（統一）を希望する場合は、短縮（統

一）を希望する旨を申し出てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第三号

（四） 

※指定更新申請は

別紙様式第三号

（五）

 提出書類

 ・【別紙様式第三号（四）】指定申請書 

・【付表第三号（一）又は付表第三号（二）】 

　訪問型サービス事業所の指定等に係る記載事項

通所型サービス事業所の指定等に係る記載事項 

・運営規定　 

・【別紙１－４】介護予防・日常生活支援総合事業

費算定に係る体制等状況一覧表　 

※通所型サービスＣの場合は不要



 申請書類 作成上の注意 様式等

 付　表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載事項のサービス種類については表「事業名称の読み 

替えについて」を参考に、該当するものに〇を付けてく 

ださい。 

※当市の緩和した基準によるサービスは「定率」です。 

・「事業所の連絡先」欄については、市からの通知、情報

提供は「Email」欄に記載されたメールアドレス宛にメ

ールでお知らせしますので、誤りのないように記載して

ください。 

・従業員の職種・員数については、次のことに留意して分 

類し、員数（実際の人数）を記載してください。 

付表第三号（一）

付表第三号（二）

 登記事項証

明書又は条

例等

・申請者における法人格や事業の目的等について確認す

るものです。「登記事項証明書」の場合は、発行から３

カ月以内の原本の写しを提出してください。「条例」の

場合は、当該条例の本文が分かるものを提出してくださ

い。 

・定款等に記載する文言については、「介護保険法による

第１号訪問事業」「介護保険法による第１号通所事業」

等、指定を受けたい事業を実施する旨の記載をお願いし

ます。

 従業者の勤

務体制及び

勤務形態一

覧表

・新規申請時は、指定希望月分を提出してください。 

更新申請時は、申請月の前月分を提出してください。 

・人員基準で定められている職種の従業者、申請する事業

に従事する時間のみを記入し、該当する区分を選択して

ください。 

A：常勤専従　　B：常勤兼務、 

C：非常勤専従　D：非常勤兼務 

・同一敷地内で他の事業所等に従事する場合は、他の事業

所に従事する時間と当該事業所に従事する時間を（按分

等）で分け、当該事業所に従事する時間のみをもって常

勤換算を行ってください。

標準様式１

 
常勤

勤務時間が就業規則等によって、事業所が 

定めている常勤時間数に達している場合

 非常勤 常勤以外の場合

 専従 同時に他の職務に従事していない場合

 兼務 同時並行的に他の職務にも従事している場合



　 

 従業者の資

格を証する

書類

・従業者において資格、研修等が必要な職種については、

その資格等を証明する書類を提出してください。 

・無資格者は「認知症介護基礎研修」の修了証の写しを提

出してください。

 サービス提

供責任者の

資格を証す

る書類

・すべてのサービス提供責任者の資格証を提出してくだ

さい。（資格証をもって経歴にかかる書類とみなします

ので、経歴書等の提出は不要です。）

 平　面　図 ・当該事業を行う設備基準上の専用区画（事務室、食堂、

機能訓練室、浴室、相談室等）に係る平面図に各室の用

途を明記してください。 

・指定基準上、面積要件を伴う通所型サービス事業所は、

事業で使用する区画の面積及び求積の根拠となる数値

を記載してください。

標準様式２

 設備等一覧

表

・設備基準上、適合すべき項目の状況について記載してく

ださい。（食堂及び機能訓練室、相談室等の適合すべき

項目、消火設備及び非常災害に際して必要な設備、個人

情報の取扱い等について等）

標準様式３

 運営規程 ・事業の適正な運営及び適切なサービス提供の確保等の

ため、サービスの種類ごとに定めるべきとされる事項に

ついて、関係省令や基準等に従って適切に記載の上、提

出してください。

 利用者から

の苦情を処

理するため

に講ずる措

置の概要

・利用者に対する相談窓口の連絡先を明記し、事業所にお

ける苦情処理の体制及び手順等を分かりやすく記載し

てください。 

・当該文書は事業所内に掲示し、利用者へ適切に周知して

ください。

標準様式４

 誓　約　書 ・申請者が、介護保険法で定める指定拒否の事由に該当し

ない者であるか確認し提出してください。

標準様式５

 介護予防・日

常生活支援

総合事業費

算定に係る

体制等状況

一覧表

・事業所の体制に係る介護予防・日常生活支援総合事業の

加算状況を確認するものです。指定を受けるサービス種

別ごとに算定する加算に☑ し、提出してください。 

・備考欄記載の項目に該当する場合は記載の添付書類を

合わせて提出してください。

別紙１－４



３　廃止・休止・再開届 

　１　第１号事業者の指定を受けた後、事業所を休止又は廃止しようとする場合や、再開し　　 

　　た場合は、下記のとおり届出を行う必要があります。 

 

　２　休止中の事業所の取扱いについて 

　　　・休止中の事業所は、指定の更新を受けることができません。 

　　　・休止中の事業所は、更新時期までに事業を再開した上で更新の手続きを行うか、 

　　　　事業を廃止するかのいずれかをおこなう必要があります。　 

 

　 (1) 更新する場合 

　　　・更新時期までに、「再開届出書」【別紙様式第三号（二）】事業を再開した上で更新

の手続きを行ってください。 

なお、事業を再開する場合は、人員、設備及び運営基準を満たす必要があり、休止

前と変更届出事項に変更がある場合は、「変更届出書」【別紙様式第三号（一）】も提

出してください。 

　 (2) 更新しない場合 

　　　・更新しない場合は、「廃止・休止届出書」【別紙様式第三号（三）】を提出してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 届出が 

必要と 

なる場合

届出様式 添付書類等 提出期限

 
廃止

【別紙様式第三号（三）】 

「廃止・休止届出書」

 

不要

廃止する日の 

１ヵ月前まで

 
休止

休止する日の 

１ヵ月前まで

  

 

再開

【別紙様式第三号（二）】 

「再開届出書」

①「従業者の勤務形態一覧」 

②「従業者の資格を証する 

　　書類」 

③「変更届」 

※変更事項が生じた場合のみ

再開した日か

ら１０日以内



４　変更届について 

　　　指定事業者は、指定を受けた後、下記の項目について変更があった場合は、変更後 

１０日以内に「変更届出書」【別紙様式第三号（一）】と「（参考）変更届への標準添付

書類一覧」に記載した添付書類等を提出してください。 

　（1）事業所の名称 

　（2）事業所の所在地 

　（3）申請者の名称 

　（4）主たる事務所の所在地 

　（5）法人等の種類 

　（6）代表者の氏名、生年月日及び住所 

　（7）登記事項証明書又は条例等（当該事業に関するものに限る。） 

　（8）事業所の建物の構造及び平面図並びに設備の概要 

　（9）利用者の推定数、利用者の定員 

　（10）事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

　（11）サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

　（12）運営規程 

（13）単位の追加 

　　※単位を追加する場合、付表第三号（一）又は付表第三号（二）も提出してください。 

 

５　介護予防・日常生活支援総合事業の事業費算定に係る体制等に関する届出について 

　　　　加算等の算定の可否を審査する資料として、「体制等状況一覧表記載の届出内容に

変更があるとき」等は届出が必要となります。事業所番号ごと、かつサービス種類ご

とに、下記のとおり届出をお願いします。 

 届出様式 提出期限 留意事項

 （別紙５０） 

介護予防・日常

生活支援総合事

業費算定に係る

体制等に関する

届出書

・算定開始を希望する月の前月

15 日（閉庁日の場合はその前日）

まで （必着で提出期限厳守） 

 

※届出が必要な場合 

・事前の届出が必要な加算の適用

を受けようとするとき 

・加算の要件に該当しなくなった　 

・届出済の内容に変更があった 

・法改正等に伴い届出事項が追 

　加・変更となったとき等

・「実施事業」については、表②「事　 

　業名称の読み替えについて」を　 

　参考に変更の届出を行う事業 

　のみ該当欄に○印を記載して 

　ください。 

・「異動項目」については、体制等 

　状況一覧表で選択した項目を 

　そのまま記載してください。 

・「特記事項」については、変更の 

　届出を行う際、変更内容がわか 

　るよう変更前の状況と変更後 

　の状況の詳細を記載してくだ 

　さい。

 （別紙１－４） 

介護予防・日常

生活支援総合事

業費算定に係る

体制等状況一覧

表



表②「事業名称の読み替えについて」 

　　 

 

 

　 

 

 

 

 

 

６　関係要綱等 

　　各種申請に伴い、関係要綱をご確認ください。 

　　・弘前市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

　　・弘前市介護予防・日常生活支援総合事業にかかる指定事業者の指定等

に関する要綱 

　　・弘前市介護予防・日常生活支援総合事業の指定訪問介護相当サービス

並びに指定通所介護相当サービスに係る人員、設備及び運営に関する

基準等を定める要綱  

　　・弘前市指定生活支援サービスの人員、設備及び運営に関する基準等を

定める要綱  

　　・弘前市指定生きがい型デイサービスの人員、設備及び運営に関する基

準等を定める要綱  
　　・総合事業 Q＆A 

　　・弘前市介護予防・日常生活支援総合事業説明会資料 

　　・令和３年度ケアマネジャー研修会資料 

 

７　その他 

１　弘前市介護予防・日常生活支援総合事業に関する情報は、市ホームページの下記掲

載場所に掲載していますので、定期的にご確認ください。 

　　 

　　市ホームページトップ＞市政くらし＞健康と福祉＞福祉・介護＞事業者向けお知

らせ＞介護保険事業者向けお知らせ＞２．介護予防・日常生活支援総合事業（総合事

業）について 

 

２　問合せ 

　　弘前市　介護福祉課　自立・包括支援係 

　　TEL0172-40-7072／0172-40-4321　　mail（課代表） kaigo@city.hirosaki.lg.jp　

 事業種類の名称 弘前市の事業名称

 訪問型サービス（独自） 訪問介護相当サービス

 訪問型サービス（独自・定率） 生活支援サービスⅠ・Ⅱ

 訪問型サービス（独自・定額）

 通所型サービス（独自） 通所介護相当サービス

 通所型サービス（独自・定率） 生きがい型デイサービス

 通所型サービス（独自・定額）


